
令 和 元 年 年 度 事 業 報 告 書

平成 31年 4月 1日 から令和 2年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人東大環境マネジメン トエ学センター

1 事業の成果

平成 18年 8月 に法人が成立して以来、第 14期目の活動を終了した。令和 2年 3月 3

1日 末現在の会員は総数 10名で、このうち東京大学の教員は 7名である。

環境マネジメントエ学に関する普及啓発事業では、川崎地区での環境マネジメントエ学

手法の普及啓発事業を、一般社団法人サステナブル経営推進機構と協力して行った。

人材育成事業では学生の海外渡航支援のため、令和元年度においてはJFEスチール株

式会社から寄付金をいただいた。寄付金は東京大学大学院院生の海外研究発表のための渡

航資金支援として、前年度からの繰越金と合わせて支出した。

令和元年度の渡航旅費支援者は JFEス チールからの寄付金による者が 8名であった。

審査は東京大学の教員に加え、当センター役員による審査を合わせ厳正に行った。

成果報告についてはJFEス チール株式会社に提出している。

以上の事業を通じて、東京大学において研究が進展している環境マネジメントエ学手法

を応用して、社会経済の広範な分野で問題解決を図ろうとする当センターの役割を果たす

ことができた。引き続き、環境マネジメントエ学手法の研究の深化に努め、当手法が経済

と環境の両立を狙つた有効な手法であり、技術開発とともに地球環境問題等グローバルな

ものから地域の環境問題等身の回りの環境問題まで広範な問題に対して対応手段として有

用なものであることを幅広く企業、産業、自治体、各種コミュニテイヘ普及していくこと

に努めることとする。



2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

環境マネジメ

ントエ学に関

する研究開発

事業

環境マネジメ

ン トエ学に関

する人材育成

事業

(2)その他の事業

事業内容 :な し

事業名 内   容 実施 日

時

実施場所 従 事
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受益対象

の者の範
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環境マネジメ
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す る情報収

集・提供事業

な し 0

な し

環境マネジメ

ン トエ学に関

する普及啓発

事業

川崎地区での環境マネジ

メントエ学手法の普及啓

発事業を産業奉箕管理協

会と協力して行った。

4月 か

ら 3月

まで

東京都文

京区及び

神奈 川県

川崎市

3人 産業界、

学界の多

数

2,924,105

JFEスチールからの寄

付金により、東京大学人

学院生の海外での研究発

表の渡航支援を行った。
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術成果の移転

事業
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その他本セン
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301 870
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△  129,73
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△ 129,730

益

1 受取会費

受取会費
2 受取寄付金

受取寄付金 (渡航支援事業)

3 受取補助金等
受取補助金

4 事業収益

情報収集提供事業収入

研究開発事業

普及啓発事業収入 (川崎環境調査)

人材育成事業収入

その他事業収入

5 その他収益

受取利息

雑収入

経常収益
Ⅱ 経常費用

1 事業費
(1)人件費

給料手当

人件費計
(2)そ の他経費

渡航支援事業

旅費交通費く渡航支援旅費)

支払手数料 (渡航支援事業)

川崎環境調査

旅費交通費 (川崎調査 )

支払報酬 (川崎調査)

会議費 (川崎調査)

1      支払手数料 (川崎調査)

1      調査費 (川崎調査 )
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■|_..

Ⅲ
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の

令和元年度 活動計算書
平成 31年 4月 1日 から令和 2年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人東大環境マネジメン トエ学センター
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書式第15号 (法第28条関係)

令和元年度貸借対照表
令和 2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人東大環境マネジメントエ学センター
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０

０
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Ⅲ 正味財産の部

前期繰越工味財産

税引後当期正味財産増減額

資産合計

負債合計

正味財産合計

負債及び正味財産合計

の

2 固定資産
十地
建物
車両運搬具
工具機械器具

出資金

固定資産合計

Ⅱ 負事業収入計

1 流動負債
短期借入金

預 り金

未払い金

米払法人税

未払事業税
未払消費税

流動負債合計

2 固定負債
長期借入金

退職手当引当金

固定負債合計

1 流動資産
現金預金
未収入金

流動資産合計



書式第 16号 (法第 28条関係)

令和元年度  計算書類の注配

特定非営利活動法人東大環境マネジメン トエ学センター

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、冊Ю法人会計基準 (2010年 7月 20日  2011年 11月 20日 一部改正 NPO法人会計基準協議会)

によっています。
(1ヽ 固定資産の減価償却の方法

固定資産 は保 有 してお りませ ん

`2)引 当金の計上基準

引当金は計上してお りません。

い'施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当事例はありません。

(`'消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税込方式によっています。

2.事業別損益の状況
:円 )
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△ 129,730△ 301,840□ 172,1]Qｎ

〉

ｎ

〉 5,895

I 経常収益
l受取会費
'受取寄附金
。受取助成金等
4事業収益

`その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

法定福利費
福利厚生費
人件費計

(2)その他経費
旅費 (渡航支援)

旅費 (そ の他)

支払手数料

支払報酬

会議費
上記以外の経費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額 ■■■亜曰国

3.施設の提供等の物的サービスの受人の内訳

該当なし 円

算定方法金額内容



4.使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は該当するものがありません。

当法人のI味財産は2,948,192円 ですが、使徐が特定される■)のはあいません。

したがって使途が制約されていない正味財産は2,948,192円 です。

5.固定資産の増減内訳

6.借入金の増減内訳
円

:円 )

7.役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

単

8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事

.項
・ 事業費と管理費の按分方法                                 一一

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、旅費交通費、支払報酬、外注費、会議費及び賃借料については

費用の事業区分に対応 して技分しております。

, その他の事業に係る資産の状況

その他の事業に係る資産は保有してお りません。

期末残高 備考期首残高 当期
"

1加額 当期減少額内容

合計

減少 期末取得価額期首取得価額 取得科¬
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有形固定資産

市両運搬具
工具機機器具

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

出資金

合計

爾末残高当期返済当期借入剛首残高科¬
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〉
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Ｕ2,700,000，

ｐ

〈

日
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書式 17号 (法第 28条関係)

令和元年度財産目録
令和 2年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人東大環境マネジメントエ学センター
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2,048,192

資産の部
1 流動資産

手元現金

普通預金 (みず :よ銀行新橋支店)

普通預金 (みずほ銀行神田支店)

普通預金 (みずほ銀行本郷支店)

未収入金 (産業環境管理協会)

流動資産合計

Ⅱ 負事業収入計
1 流動負債

短期借入金

預 り金 (源泉徴収税 )

未払金 (調査費、管理外注費)

未払い法人税等
流動負僣合計

資産合計

負債合計

正味財産

2 固定資産
土地
建物
車両運搬具
車両運搬具
出資金

固定資産合計

2 固定負債
長期借入金
退職手当引当金

固定負債合計



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和元年度 年間役員名簿

平成 31年 4月 1日 から令和 2年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人東大環境マネジメン ト上学センター

無 し

役 名 氏   名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた

期  間

理 事 小島 彰

成31年 4月 1日

和2年3月 31日 無 し

理  事 榎  学

平成31年4月 1日 ～

令和2年3月 31日

理 事 森 田 樹

成31年 4月 1日

和2年 3月 31日 無 し

監  事 足立 芳寛

成31年4月 1日

和2年3月 31日 無 し



書式第 19号 (法第 28条関係)

朴 昌 ∩ 島ム 10人 l,1卜 rni者.∩ 夕 籍
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特定非営利活動法人東大環境マネジメントエ学センター

氏   名 住 所 又 は 居 所

小島 彰

●
“ 足立 方寛

月橋 文孝●
０

4 森田 一樹

”
０ 岡部 徹

6 榎  学

７

， 井上 純哉

阿部 英司０
０

醍醐 市朗9

10 佐藤 麻子

ll

12

13




